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１．適用 

発注者指定方式による週休２日工事（４週８休以上）の積算について、

補正方法及び設計変更は次のとおり取扱うものとする。 

なお、本資料は土木工事に適用する。 

 

２．補正対象 

直接工事費及び共通仮設費（積上げ分）に計上される単価のうち、以下

に示す単価に対して週休２日工事の補正を適用した単価を使用する。 

・労務費 

・土木工事市場単価 

・土木工事標準単価 

なお、「土木工事標準単価」については、「土木コスト情報」及び「土木

施工単価」（以下「物価資料」）に掲載の単価を使用しており、補正済単価

（同工種）が「物価資料」の両方に掲載されている場合は安価側の単価、

一方の「物価資料」のみに掲載されている単価は当該単価とする。 

また、見積単価は補正対象外とする。 

 

３．補正方法 

前項の補正対象に対して、各々設定された「補正係数」を乗じることと

する。補正係数は表１、表２及び表３のとおりとし、表２、表３において

は、「現場閉所・月単位」を適用する。 

 

表１ 労務費等の補正係数 

労務費 1.02 

共通仮設費率 1.01 

現場管理費率 1.02 

 

 

 

 

 

 

 



表２ 市場単価方式による週休２日の取得に要する費用の計上に関する補正係数 

 

 

 



表３ 土木工事標準単価による週休２日の取得に要する費用の計上に関する補正係数  

 



４．算出例 

  （１）労務費 

     労務単価について週休２日工事の補正係数を乗じた単価を算出する。 

      （計算例） 

１）週休２日工事の補正（補正係数：1.02） 

 ・普通作業員：23,300×1.02 

       ＝23,766 

＝ 23,770 円/人・日 

※補正後単価は、10 円未満四捨五入 

２）時間的制約を受ける労務補正（6％）と週休２日工事の補正（補正係

数：1.02） 

         ・普通作業員：23,300×1.06×1.02 

＝ 25,191.96 

＝ 25,190 円/人・日 

※補正後単価は、10 円未満四捨五入 

３）夜間工事の労務補正（50％）と週休２日工事の補正を行う場合（補正

係数：1.02） 

         ・普通作業員：23,300×1.50×1.02 

＝ 35,649 

＝ 35,650 円/人・日 

  ※補正後単価は、10 円未満四捨五入 

 

  （２）土木工事市場単価 

     土木工事市場単価について週休２日工事の補正係数を乗じた単価を算 

出する。 

     （計算例） 

      １）週休２日の補正（補正係数：1.01） 

週休２日の補正後単価＝補正前単価×週休２日の補正係数 

・インターロッキングブロック工（設置、直線配置、100m2 以上、 

標準品、厚 6cm） 

： 5,900×1.01 

   ＝ 5,959.00 円/m2  ※小数第２位止め（第３位切捨て） 

      ２）加算率・補正係数による割増と週休２日の補正（補正係数：1.01）を

行う場合（例：夜間作業補正（1.15）を行う場合） 

週休２日の補正後単価＝（補正前単価×週休２日の補正係数） 



×夜間作業補正係数 

・インターロッキングブロック工（設置、直線配置、100m2 以上、 

標準品、厚 6cm） 

：（5,900×1.01）×1.15 

      ＝ 5,959×1.15      

＝ 6,852.85 円/m2 ※小数第２位止め（第３位切捨て） 

 

（３）土木工事標準単価 

土木工事標準単価について週休２日工事の補正係数を乗じた単価を算出

する。 

（計算例） 

１）週休２日の補正（補正係数：1.01） 

週休２日の補正後単価＝補正前単価×週休２日の補正係数 

・構造物とりこわし工（無筋構造物、機械施工、時間的制約なし、 

昼間） 

     ： 8,165×1.01 

                ＝8,246.65 円/m2 ※小数第２位止め（第３位切捨て） 

２）加算率・補正係数による割増と週休２日の補正（補正係数：1.01）を行

う場合（例：低騒音・低振動対策（1.3）を行う場合） 

      週休２日の補正後単価＝（補正前単価×週休２日の補正係数） 

               ×低騒音・低振動対策補正係数 

   ・構造物とりこわし工（無筋構造物、機械施工、時間的制約なし、 

    昼間、低騒音・低振動対策必要） 

      ：（8,165×1.01）×1.3 

         ＝8,246.65×1.3 

         ＝10,720.645 

         ＝10,720.64 円/m2 ※小数第２位止め（第３位切捨て） 

 

（４）施工パッケージ型積算方式の積算単価 

  上述（１）、（２）の方法による補正済の労務費・市場単価を用いて算

出する。 

    （計算例）週休２日の補正 

・コンクリート（無筋・鉄筋構造物、バックホウ（クレーン機能付）

打設、24-12-25（20）（高炉）、一般養生、全ての費用） 

          標準単価：36,531 円 

          補正後積算単価： 41,930 円  



※積算単価は、有効数字 4 桁（5 桁目切上げ）        

 

 

 

（５）共通仮設費率 

    共通仮設費率について施工地域補正等補正後の共通仮設費率に対して、

週休２日工事の補正係数を乗じた共通仮設費率を算出する。 

   （計算例） 

施工地域補正（大都市 1.50）及び週休２日工事の補正（補正係数：1.01）

を適用する場合（開削工事及び小口径推進工事、共通仮設費対象額：

10,000,000 円とする） 

補正対象

〇

〇

〇

〇

S1 － － －

Z2 軽油　1,2号　パトロール給油 1.65 138 143

Z3 － － －

Z4 － － －

市場単価（Ｓ） － － －

材料（Ｚ） 61.54 － －

Z1 生コンクリート　高炉　24-12-25（20） 59.8 20,400 25,700

R3 土木一般世話役 7.04 31,000 30,400

R4 運転手（特殊） 6.4 28,900 27,850

R1 特殊作業員 10.07 28,300 27,950

R2 普通作業員 9.38 25,400 23,770

K3 － － －

労務（Ｒ） 34.96 － －

K1

バックホウ（クローラ型）［標準型・超低騒音型・クレーン機能

付・排出ガス対策型（2011年規制）］山積0.8m3（平積0.6m3）吊

能力2.9t　賃料

3.31 9,840 10,725

K2 － － －

項目 代表機労材規格
構成比

（%）

標準単価

（R6.4）

大阪単価

（R7.11基準）

機械（Ｋ） 3.50 － －

積算単価P’の算出式

・標準単価： P

・機械賃料： K1t’、K2t’、K3t’

・労務費： R1t’、R2t’、R3t’、R4t'

・市場単価： S1t'

・構成比（%）： Kr、Rr、Zr、Sr

K1r K1t’ K3r K3t’

100 K1t 100 K3t

R1r R1t’ R4r R4t’

100 R1t 100 R4t

Z1r Z1t’ Z4r Z4t’

100 Z1t 100 Z4t

S1r S1t’ Sr

100 S1t S1r

100 － Kr － Rr － Zr － Sr

：週休２日工事補正後の値

＋ ｝
100

＋（ × ）×

＋ × ）×
Rr

R1r＋R2r＋R3r＋R4r

＋（ × ＋ ・・・ ＋ × ）×
Zr

Z1r＋Z2r＋Z3r＋Z4r

＋（ × ＋ ・・・

× ）×
Kr

K1r＋K2r＋K3r
P’＝ Ｐ ×｛（ × ＋ ・・・ ＋



 ・共通仮設費率（補正前）：13.32% 

・共通仮設費率（補正後）： 

［13.32%×1.50（施工地域補正係数）］×1.01 

＝ 19.980×1.01 

＝ 19.98×1.01  ※小数第２位止め（第３位四捨五入） 

        ＝ 20.1798 

        ＝ 20.18％  ※小数第２位止め（第３位四捨五入） 

 

（６）現場管理費率 

    現場管理費率について施工地域補正等補正後の現場管理費率に対して、

週休２日工事の補正係数を乗じた現場管理費率を算出する。 

 （計算例） 

施工地域補正（大都市 1.20）及び週休２日工事の補正（補正係数：1.02）

を適用する場合（開削工事及び小口径推進工事、現場管理費対象額：

10,000,000 円とする） 

 ・現場管理費率（補正前）：38.21% 

・現場管理費率（補正後）： 

［38.21%×1.20（施工地域補正係数）］×1.02 

        ＝ 45.852×1.02 

        ＝ 45.85×1.02  ※小数第２位止め（第３位四捨五入） 

        ＝ 46.767 

        ＝ 46.77％  ※小数第２位止め（第３位四捨五入） 

 

５．設計変更 

現場閉所の達成状況が４週８休に満たない場合は、精算時に補正分の減

額変更を行う。 

 

 


